・刑事訴訟法とは
刑法＝犯罪と刑罰に関する法律（実体法）
国家的強制によってその意図する保障を実現する法の中で最も強力なもの。私法関係とは異なり刑法による罪責は刑訴法によって定められた手続きによる。

・捜査とは
警察や検察などの捜査機関において犯罪があると判断したとき、公訴の定義（起訴）及び遂行（公判維持）のため犯人を発見し証拠を収集、保全する手続き。（刑訴法１８９条２項、１９１条１項）

[bookmark: _GoBack]１９７条１項は、「捜査については、その目的を達するため必要な取調をすることができる。但し、強制の処分は、この法律に特別の定のある場合でなければ、これをすることができない」と規定されている。ここでいう「取調」は証拠収集、被疑者の身柄保全をも含む捜査活動全般を指すものと解されている。

　これは捜査には任意処分としての任意捜査と、強制処分としての強制捜査があり、任意捜査は１９７条本文が包括的な根拠規定となり「必要」な範囲ですることができるのに対し、強制捜査の場合は１９７条１項但書によって「法律に特別な定」が必要（強制処分法定主義）と条文は規定している。

　両者の区分は、１９７条但書の「強制処分」の文言解釈によって決し、強制捜査以外の捜査を任意捜査と位置付けられる。
判例では共通の理解として「強制処分」を「①個人の意思を制圧し、②身体、住居、財産等に制約を加えて③強制的に捜査目的を実現する行為など、特別の根拠規定がなければ許容することが相当でない手段」と定義されている。

　また、強制捜査では令状主義がとられており、これは強制処分を裁判官の発する令状によらなければ実行できないとする原則である。（憲法３３条、３５条）強制処分の正当性を公正な第三者に審査させることによろ捜査機関の権限乱用を抑制し、私人の人権を保護することを目的としている。現行犯の逮捕など一定の場合は例外も認められている。

